
八王子市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部

を改正する条例をここに公布する。 

 

 

  令和６年３月２６日 

 

 

  八王子市長  初 宿 和 夫   

 

 

 八王子市条例第２１号 

 

 

   八王子市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例 

 八王子市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例（令和

３年八王子市条例第７５号）の一部を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

（指定障害者支援施設の一般原則） （指定障害者支援施設の一般原則） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 指定障害者支援施設は、利用者の自己決

定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつ

つ、利用者の地域生活への移行に関する意

向を把握し、当該意向を定期的に確認する

とともに、法第７７条第３項各号に掲げる

事業を行う者又は一般相談支援事業若しく

は特定相談支援事業を行う者と連携を図り

つつ、利用者の希望に沿って地域生活への

移行に向けた措置を講じなければならな

い。 

 

５ 指定障害者支援施設は、利用者の当該指

定障害者支援施設以外における指定障害福

祉サービス等の利用状況等を把握するとと

もに、利用者の自己決定の尊重及び意思決

定の支援に配慮しつつ、利用者の当該指定

障害者支援施設以外における指定障害福祉

サービス等の利用に関する意向を定期的に

 



確認し、一般相談支援事業又は特定相談支

援事業を行う者と連携を図りつつ、必要な

援助を行わなければならない。 

６ （略） ４ （略） 

７ （略） ５ （略） 

８ （略） ６ （略） 

  

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第４条 指定障害者支援施設に置くべき従業

者及びその員数は、次のとおりとする。 

第４条 指定障害者支援施設に置くべき従業

者及びその員数は、次のとおりとする。 

 ⑴ 生活介護を行う場合  ⑴ 生活介護を行う場合 

  ア 生活介護を行う場合に置くべき従業

者及びその員数は、次のとおりとする。 

  ア 生活介護を行う場合に置くべき従業

者及びその員数は、次のとおりとする。 

    （略）     （略） 

    看護職員（保健師又は看護師若し

くは准看護師をいう。以下同じ。）、

理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士及び生活支援員 

    看護職員（保健師又は看護師若し

くは准看護師をいう。以下同じ。）、

理学療法士又は作業療法士及び生活

支援員 

    ａ 看護職員、理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士及び生活支援

員の総数は、生活介護の単位ごと

に、常勤換算方法で、⒜及び⒝に

掲げる数を合計した数以上とする。 

    ａ 看護職員、理学療法士又は作業

療法士及び生活支援員の総数は、

生活介護の単位ごとに、常勤換算

方法で、⒜及び⒝に掲げる数を合

計した数以上とする。 

     ⒜・⒝ （略）      ⒜・⒝ （略） 

    ｂ （略）     ｂ （略） 

    ｃ 理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士の数は、利用者に対して

日常生活を営むのに必要な機能の

減退を防止するための訓練を行う

場合は、生活介護の単位ごとに、

当該訓練を行うために必要な数と

する。 

    ｃ 理学療法士又は作業療法士の数

は、利用者に対して日常生活を営

むのに必要な機能の減退を防止す

るための訓練を行う場合は、生活

介護の単位ごとに、当該訓練を行

うために必要な数とする。 

    ｄ （略）     ｄ （略） 

    （略）     （略） 

  イ （略）   イ （略） 

  ウ ア の理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士を確保することが困難な場

合には、これらの者に代えて、日常生

活を営むのに必要な機能の減退を防止

するための訓練を行う能力を有する看

護師その他の者を機能訓練指導員とし

て置くことができる。 

  ウ ア の理学療法士又は作業療法士を

確保することが困難な場合には、これ

らの者に代えて、日常生活を営むのに

必要な機能の減退を防止するための訓

練を行う能力を有する看護師その他の

者を機能訓練指導員として置くことが

できる。 

  エ・オ （略）   エ・オ （略） 

 ⑵ 自立訓練（機能訓練）（障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律施行規則（平成１８年厚生労働

省令第１９号。以下「省令」という。）

第６条の６第１号に規定する自立訓練

（機能訓練）をいう。以下同じ。）を行

う場合 

 ⑵ 自立訓練（機能訓練）（障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律施行規則（平成１８年厚生労働

省令第１９号。以下「省令」という。）

第６条の６第１号に規定する自立訓練

（機能訓練）をいう。以下同じ。）を行

う場合 



  ア 自立訓練（機能訓練）を行う場合に

置くべき従業者及びその員数は、次の

とおりとする。 

  ア 自立訓練（機能訓練）を行う場合に

置くべき従業者及びその員数は、次の

とおりとする。 

    看護職員、理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士及び生活支援員 

    看護職員、理学療法士又は作業療

法士及び生活支援員 

    ａ 看護職員、理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士及び生活支援

員の総数は、常勤換算方法で、利

用者の数を６で除した数以上とす

る。 

    ａ 看護職員、理学療法士又は作業

療法士及び生活支援員の総数は、

常勤換算方法で、利用者の数を６

で除した数以上とする。 

    ｂ （略）     ｂ （略） 

    ｃ 理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士の数は、１以上とする。 

    ｃ 理学療法士又は作業療法士の数

は、１以上とする。 

    ｄ （略）     ｄ （略） 

    （略）     （略） 

  イ （略）   イ （略） 

  ウ ア の理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士を確保することが困難な場

合には、これらの者に代えて、日常生

活を営むのに必要な機能の減退を防止

するための訓練を行う能力を有する看

護師その他の者を機能訓練指導員とし

て置くことができる。 

  ウ ア の理学療法士又は作業療法士を

確保することが困難な場合には、これ

らの者に代えて、日常生活を営むのに

必要な機能の減退を防止するための訓

練を行う能力を有する看護師その他の

者を機能訓練指導員として置くことが

できる。 

  エ～カ （略）   エ～カ （略） 

 ⑶～⑹ （略）  ⑶～⑹ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（施設障害福祉サービスの取扱方針） （施設障害福祉サービスの取扱方針） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

２ 指定障害者支援施設は、利用者が自立し

た日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、利用者の意思決定の支援に配慮し

なければならない。 

 

３ （略） ２ （略） 

４ （略） ３ （略） 

  

（施設障害福祉サービス計画の作成等） （施設障害福祉サービス計画の作成等） 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 

２ サービス管理責任者は、施設障害福祉サ

ービス計画の作成に当たっては、適切な方

法により、利用者について、その置かれて

いる環境及び日常生活全般の状況等の評価

を通じて利用者の希望する生活及び課題等

の把握（以下「アセスメント」という。）

を行うとともに、利用者の自己決定の尊重

及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者

が自立した日常生活を営むことができるよ

うに支援する上での適切な支援内容の検討

をしなければならない。この場合におい

て、サービス管理責任者は、第２５条の３

２ サービス管理責任者は、施設障害福祉サ

ービス計画の作成に当たっては、適切な方

法により、利用者について、その置かれて

いる環境及び日常生活全般の状況等の評価

を通じて利用者の希望する生活及び課題等

の把握（以下「アセスメント」という。）

を行い、利用者が自立した日常生活を営む

ことができるように支援する上での適切な

支援内容の検討をしなければならない。 



第１項の地域移行等意向確認担当者（以下

「地域移行等意向確認担当者」という。）

が把握した利用者の地域生活への移行に関

する意向等を踏まえるものとする。 

３ アセスメントに当たっては、利用者が自

ら意思を決定することに困難を抱える場合

には、適切に意思決定の支援を行うため、

当該利用者の意思及び選好並びに判断能力

等について丁寧に把握しなければならな

い。 

 

４ （略） ３ （略） 

５ （略） ４ （略） 

６ サービス管理責任者は、施設障害福祉サ

ービス計画の作成に係る会議（利用者及び

当該利用者に対する施設障害福祉サービス

等の提供に当たる担当者等（地域移行等意

向確認担当者を含む。）を招集して行う会

議をいい、テレビ電話装置その他の情報通

信機器（以下「テレビ電話装置等」とい

う。）を活用して行うことができるものと

する。）を開催し、当該利用者の生活に対

する意向等を改めて確認するとともに、前

項に規定する施設障害福祉サービス計画の

原案の内容について意見を求めるものとす

る。 

５ サービス管理責任者は、施設障害福祉サ

ービス計画の作成に係る会議（利用者に対

する施設障害福祉サービス等の提供に当た

る担当者等を招集して行う会議をいい、テ

レビ電話装置その他の情報通信機器（以下

「テレビ電話装置等」という。）を活用し

て行うことができるものとする。）を開催

し、前項に規定する施設障害福祉サービス

計画の原案の内容について意見を求めるも

のとする。 

７ サービス管理責任者は、第５項に規定す

る施設障害福祉サービス計画の原案の内容

について利用者又はその家族に対して説明

し、文書により利用者の同意を得なければ

ならない。 

６ サービス管理責任者は、第４項に規定す

る施設障害福祉サービス計画の原案の内容

について利用者又はその家族に対して説明

し、文書により利用者の同意を得なければ

ならない。 

８ サービス管理責任者は、施設障害福祉サ

ービス計画を作成した際には、当該施設障

害福祉サービス計画を利用者及び当該利用

者に対して指定計画相談支援（法第５１条

の１７第２項に規定する指定計画相談支援

をいう。）を行う者に交付しなければなら

ない。 

７ サービス管理責任者は、施設障害福祉サ

ービス計画を作成した際には、当該施設障

害福祉サービス計画を利用者に交付しなけ

ればならない。 

９ （略） ８ （略） 

１０ （略） ９ （略） 

１１ 第２項から第８項までの規定は、第９

項に規定する施設障害福祉サービス計画の

変更について準用する。 

１０ 第２項から第７項までの規定は、第８

項に規定する施設障害福祉サービス計画の

変更について準用する。 

  

（サービス管理責任者の責務） （サービス管理責任者の責務） 

第２５条 （略） 第２５条 （略） 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当

たっては、利用者の自己決定の尊重を原則

とした上で、利用者が自ら意思を決定する

ことに困難を抱える場合には、適切に利用

者への意思決定の支援が行われるよう努め

 



なければならない。 

  

（地域との連携等）  

第２５条の２ 指定障害者支援施設は、施設

障害福祉サービスの提供に当たっては、地

域住民又はその自発的な活動等との連携及

び協力を行う等の地域との交流を図らなけ

ればならない。 

 

２ 指定障害者支援施設は、施設障害福祉サ

ービスの提供に当たっては、利用者及びそ

の家族、地域住民の代表者、施設障害福祉

サービスについて知見を有する者並びに市

町村の担当者等により構成される協議会

（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）（以下この条におい

て「地域連携推進会議」という。）を開催

し、おおむね１年に１回以上、地域連携推

進会議において、事業の運営に係る状況を

報告するとともに、必要な要望、助言等を

聴く機会を設けなければならない。 

 

３ 指定障害者支援施設は、前項に規定する

地域連携推進会議の開催のほか、おおむね

１年に１回以上、地域連携推進会議の構成

員が指定障害者支援施設を見学する機会を

設けなければならない。 

 

４ 指定障害者支援施設は、第２項の報告、

要望、助言等についての記録を作成すると

ともに、当該記録を公表しなければならな

い。 

 

５ 前３項の規定は、指定障害者支援施設が

その提供する施設障害福祉サービスの質に

係る外部の者による評価及び当該評価の実

施状況の公表又はこれに準ずる措置として

市長が定めるものを講じている場合には、

適用しない。 

 

  

（地域移行等意向確認担当者の選任等）  

第２５条の３ 指定障害者支援施設は、利用

者の地域生活への移行に関する意向の把

握、利用者の当該指定障害者支援施設以外

における指定障害福祉サービス等の利用状

況等の把握及び利用者の当該指定障害者支

援施設以外における指定障害福祉サービス

等の利用に関する意向の定期的な確認（以

下この条において「地域移行等意向確認

等」という。）を適切に行うため、地域移

行等意向確認等に関する指針を定めるとと

もに、地域移行等意向確認担当者を選任し

なければならない。 

 

２ 地域移行等意向確認担当者は、前項の指  



針に基づき、地域移行等意向確認等を実施

し、アセスメントの際に地域移行等意向確

認等において把握又は確認した内容をサー

ビス管理責任者に報告するとともに、当該

内容を第２４条第６項に規定する施設障害

福祉サービス計画の作成に係る会議に報告

しなければならない。 

３ 地域移行等意向確認担当者は、地域移行

等意向確認等に当たっては、法第７７条第

３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相

談支援事業若しくは特定相談支援事業を行

う者と連携し、地域における障害福祉サー

ビスの体験的な利用に係る支援その他の地

域生活への移行に向けた支援を行うよう努

めなければならない。 

 

  

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第４９条 （略） 第４９条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定障害者支援施設は、感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）第６条第１

７項に規定する第二種協定指定医療機関

（次項において「第二種協定指定医療機

関」という。）との間で、新興感染症（同

条第７項に規定する新型インフルエンザ等

感染症、同条第８項に規定する指定感染症

又は同条第９項に規定する新感染症をい

う。次項において同じ。）の発生時等の対

応を取り決めるように努めなければならな

い。 

 

４ 指定障害者支援施設は、協力医療機関が

第二種協定指定医療機関である場合におい

ては、当該第二種協定指定医療機関との間

で、新興感染症の発生時等の対応について

協議を行わなければならない。 

 

  

 （苦情解決）  （苦情解決） 

第５５条 （略） 第５５条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 指定障害者支援施設は、その提供した施

設障害福祉サービスに関し、法第１１条第

２項の規定により都道府県知事（指定都市

にあっては、指定都市の市長）が行う報告

若しくは施設障害福祉サービスの提供の記

録、帳簿書類その他の物件の提出若しくは

提示の命令又は当該職員からの質問に応じ、

及び利用者又はその家族からの苦情に関し

て都道府県知事が行う調査に協力するとと

もに、都道府県知事から指導又は助言を受

４ 指定障害者支援施設は、その提供した施

設障害福祉サービスに関し、法第１１条第

２項の規定により都道府県知事が行う報告

若しくは施設障害福祉サービスの提供の記

録、帳簿書類その他の物件の提出若しくは

提示の命令又は当該職員からの質問に応じ、

及び利用者又はその家族からの苦情に関し

て都道府県知事が行う調査に協力するとと

もに、都道府県知事から指導又は助言を受

けた場合は、当該指導又は助言に従って必



けた場合は、当該指導又は助言に従って必

要な改善を行わなければならない。 

要な改善を行わなければならない。 

５～７ （略） ５～７ （略） 

  

 （地域との連携等） 

第５６条 削除 第５６条 指定障害者支援施設は、その運営

に当たっては、地域住民又はその自発的な

活動等との連携及び協力を行う等の地域と

の交流に努めなければならない。 

  

  
附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間、この条例による改正

後の八王子市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例

（以下「新条例」という。）第２５条の２の規定の適用については、同条第２

項及び第３項中「設けなければ」とあるのは「設けるよう努めなければ」と、

同条第４項中「公表しなければ」とあるのは「公表するよう努めなければ」と

する。 

３ この条例の施行の日から令和８年３月３１日までの間、新条例第２５条の３

の規定の適用については、同条第１項中「選任しなければ」とあるのは「選任

するよう努めなければ」と、同条第２項中「報告しなければ」とあるのは「報

告するよう努めなければ」とする。 

 



 


